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　わが国ではホテルを、都市部に立地する「シティホテル」と「ビジネスホテル」、それ以外に立
地する「リゾートホテル」に分類してきた。特徴的なのは、都市部立地のホテルのみが、価格帯とサー
ビス機能によって二分類されてきたことである。シティホテルは相対的に高級な施設であり、宿泊
以外にも多様な料飲サービスや宴会など、他のサービス機能も提供する一方、ビジネスホテルは宿
泊が中心となり、料飲サービスや宴会は限定的である。本来的にはサービス提供機能と価格帯は関
係するものではないが、ホテル市場においてはこの分類が一般化して市場が拡大していった。
　しかし、その後に市場が成熟化し、細分化を進めるべきタイミングにおいて、二分類を基本とし
ていた国内ホテル企業はラグジュアリーと呼ばれる新しい最高価格帯の市場への進出に出遅れた。
これは、シティホテルにおける特定の業態がモデルとなっていたからである。その点を、東京のホ
テルの事例を通じて、RevPARという指標を用いて明らかににする。
keywords：シティホテル、ビジネスホテル、ラグジュアリー、市場細分化、RevPAR
が開業し、翌1961(昭和36)年には「パレスホテル」
（開業時の建物は現存せず、2009(平成21)年に一時
閉館後、2012(平成24)年に建て替えて再開業）と
名古屋に「名古屋観光ホテル」が開業した。
1962(昭和37)年には「ホテルオークラ」が、翌
1963(昭和38)年には「東京ヒルトンホテル」（現在
は移転）が、そしてオリンピック開催の年である
1964(昭和39)年には「ホテルニューオータニ」と
「東京プリンスホテル」、大阪の「ロイヤルホテル」
と「新阪急ホテル」が開業している。
注目すべきは、東京では1889(明治22)年に開業
した「帝国ホテル」を含み、ホテルオークラとホ
テルニューオータニという、その後「御三家」と
呼ばれるホテルがこの頃に出揃ったことである。
また、大阪でもその後、大阪「御三家」の一角を
占めるロイヤルホテルが開業している。そして、
名古屋でも、しばらくは名古屋を代表するホテル
となる名古屋観光ホテルがオープンしている。さ
らにもう一点、東京ヒルトンホテルという、後に
いわゆる「外資系」と呼ばれるようになるホテル
の嚆矢も、この時代に初めて出現している。
もちろんそれまでも、明治時代以降、少しずつ
ホテルは開業していたが、1960年代前半以降の増
加は、それ以前とは明らかに異なる早さで展開し
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１．はじめに
1. 1　研究の背景と目的　
1860(安政7)年の「ヨコハマ・ホテル」や、
1868(明治元)年の「（築地）ホテル館」の開業後、
わが国のホテルが増加しはじめるのは、約100年
を経た1960年代前半のホテル建設・開業ラッシュ
の頃である。この時代、1964(昭和39)年に開催が
決まった東京オリンピックに向けて、海外からの
来訪客が増加することが予想され、それに対応す
るためにホテルが開業していった。主な施設だけ
でも、1960(昭和35)年には「ホテル・ニュージャ
パン」（現存せず）、「銀座東急ホテル」（現存せず）
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ていった。そのために、この東京オリンピック前
に生じたホテル増を「第一次ホテル（開業）ブー
ム」、次の1970年前後、すなわち大阪万博前後に
生じたホテル増を「第二次ホテル（開業）ブーム」
と呼ぶことが多い1。
いずれにせよ、1960(昭和35)年にはわずか147
軒、客室総数で11,272室だったわが国のホテルは、
半世紀を経た2014(平成26)年には9,879軒、834,588
室を数えるに至っている。この50年間で、単純に
平均すれば年平均200軒弱、16,200室ずつ増えて
きたことになる。ホテル誕生からの一世紀に開業
したホテル数を超える軒数と客室数が、その後の
半世紀では毎年開業している計算になる。
以上から、1960年代前半以降、ホテル市場は急
速な拡大を遂げたということが分かる。事実、こ
の市場拡大期には、前述した御三家をモデルとし
たホテルが多く開業し、ホテル全体の数のみなら
ず、単価の上昇も実現していった。そして、それ
は1990年代初頭まで続くことになる。
しかし、1990年代以降、いわゆる「外資系」と
呼ばれるホテルが急増し、以前の市場環境から大
きな変化が生じることになった。すなわち、それ
までの御三家以上の価格帯を実現した施設が登場
したことと、宿泊特化型という新しいスタイルの
施設が急成長していることである。その結果、一
部のホテルは、開業から30年前後での廃業を余儀
なくされるようになっている。「赤プリ」の愛称
で一世を風靡した「赤坂プリンスホテル」は、
1982(昭和57)年に地上40階建ての新館を開業させ
たが、2011(平成23)年に閉館することになった。
その後、建て替えられて「プリンスギャラリー東
京紀尾井町」として2016(平成28)年に再スタート
している。ここまで短命ではなくても、1960年代
に開業したホテルには半世紀を経ずして閉館した
施設もいくつか存在する。
このような状況は、市場環境の急激な変化にホ
テル側が対応できなかった、あるいは施設が対応
できないために建て替えたという背景が存在する
と考えられる。しかし、特に高価格帯のホテルを
対象とした市場変化に関する定量的な分析はされ
ていない。そこで、本研究では、1990年代を境に
高価格帯のホテルにおける市場対応が一変したと
いう仮説を、客室単価の推移と施設構成の変化を
軸として検証する。
1. 2　先行研究
以上の問題意識のもとで、市場環境変化につい
ての考察を目指すには、一般に提供されるサービ
スの諸要素の変化について時系列で眺めることが
必要となる。マーケティング論の立場からすれば、
その変化をとらえうるのは、前提としてSTPすな
わち市場細分化の程度や標的市場の選択、あるい
は市場内のポジショニングなどの変化であり、そ
れを踏まえた4Pすなわちマーケティング・ミッ
クス戦略の変化である。
しかし、わが国の宿泊産業における成長過程を
踏まえたSTPの変化に関する研究はほとんど存在
しない。特に、市場側からのホテルに対する評価
であると考えられるRevPAR、すなわち「一日一
室当たりの客室売上高」を軸として、ホテルを考
察した研究はほとんどないのが実情である。
CiNiiで「RevPAR」と検索してみても、吉岡(2010)
がヒットするが、これは、本研究の前提となる
RevPARを含む業績指標について会計的に考察し
たものであり、市場の環境を把握することを目的
としたものではない。また、同様に客室の販売効
率を示す「ADR」で検索しても、ヒットするも
のは雑誌記事がほとんどであり、市場面からのア
プローチを行った学術研究は見られない。
少し対象を広げると、例えば廣間(2013)は、宿
泊特化型ホテルの事業展開について論じている。
この業態も、市場を細分化して対応したと考えら
れる。当該研究では、2000年代以降この業態が急
成長した軌跡を、事例をもとにして分析している。
稲垣(1994)は革新に向けて市場の分析を実施し
ており、岡本(1979)も包括的に市場をとらえる試
みを行なっている。ただし、いずれもわが国のホ
テル業界が安定的な成長を遂げてきている時代が
研究の対象であり、その点からもその時代以降の
市場変化の考察は意義あることと考えられる。
1 岡本 (1979, pp.109-117) をはじめ、多くの論者がこの「ホテルブーム」について論じている。
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わが国の首都である東京は、前述した供給拡大
において牽引役ともなっていた。そこで、本研究
では、東京におけるホテルの状況を、RevPARを
軸として眺めることによって、ホテル市場の変化
と、企業側の対応について考察する。
２．わが国ホテル市場のマクロ環境変化
2.1　全国の状況
図表1はホテルの軒数と客室数について、1960
年以降の推移を示したものである。一貫して右肩
上がりに増加し続けていることが確認できる。
図表 1 全国ホテルの軒数と客室数の変化
（軒数が左目盛り、客室数が右目盛り）
（出所）厚生労働省『衛生行政報告例』より筆者作成
しかし、この軒数推移のグラフをみると、先行
研究で述べられる「第一次ホテルブーム」や「第
二次ホテルブーム」といった「ブーム」が順次続
いたのではなく、1960年代から右肩上がりにずっ
と増加し続けていることが分かる。それを確認す
るために、年度増減を示したものが図表2である。
図表2 全国ホテル数の年次増減（目盛りは軒数）
（出所）図表1と同じ
ここから、1960年代前半や1970年前後にホテル
ブームが起きたわけではないことが一目瞭然であ
る。むしろ、1980年代後半～1990年代前半におけ
る毎年400軒前後の増加が目を惹く。
また、1990年代後半以降は増加のペースがやや
落ち着き、前年よりも減少した年も出現しはじめ
たことから、成長が一段落したこともうかがえる。
2.2　東京の状況
東京では、1952(昭和27)年にわずか22軒だった
ホテルが、2年後の1954(昭和29)年には32軒に増加
している。その後1950年代に増減を繰り返し、
1960年代に入ってからは再び増加しはじめた。
1970年代は毎年10軒以上増加しており、それが
1980年代に入るとさらに加速し、多い年には50軒
以上の増加もみられる。
1990年代に入ってからは、減少する年もみられ
るようになり、2014(平成26)年までは微減の傾向
にあることが理解できよう（図表3、図表4）。
図表3　東京におけるホテル軒数の変化（目盛りは軒数）
（出所）1996(平成8)年までは厚生労働省「衛生行政報告
例」、それ以前は「東京都統計年鑑」より筆者作成
  
図表4　東京のホテル軒数年次増減（目盛りは軒数）
（出所）図表3と同じ
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事実、軒数の増減を確認すると、全国と同様
1980年代後半から1990年代前半にかけて、毎年30
～50軒以上増加してきたが、2000年代に入って減
少を示す年も多くなり、全国の傾向より一歩先に
成熟期に入りつつあることがうかがえる。
2.3　わが国におけるホテル市場の変化
ここで、「プロダクトライフサイクル説」に沿っ
て考えると、わが国のホテル市場はいまだ成長期
にあるが、少しずつ成長が鈍化しており、成熟期
に入りつつあることがうかがえる。そして、特に
東京のホテル市場は、既に成熟期の可能性もある。
成長期から成熟期に入る際には、市場をより細
分化して、それぞれの市場細分に合わせたきめ細
かい対応が必要とされる2。その前提においては、
東京のホテル市場は1990年代半ば頃から成熟期に
入り、それまでの市場細分化よりもさらに細かく
市場を分割すべきであったと考えられる。
しかし、ここで、それまでの、かつ現在も主流
の「シティホテル」と「ビジネスホテル」という
用語に着目したい。これは、都市部のホテルが対
象とする市場を大きく二分割し、それぞれ市場対
応をしてきたことを示している表現である。事実、
東急グループのホテルは長いこと「東急ホテル」
ブランドと「東急イン」ブランドの二本立てであっ
たし、「第一ホテル」と「第一イン」、「都ホテル」
と「都イン」など、同じ例は枚挙にいとまがない。
1990年代後半から増加しているのは、「外資系」
と呼ばれる海外資本のホテルによる最高価格帯、
すなわち「ラグジュアリー」クラスのホテルと、
国内資本による「宿泊特化型」ないしは「宿泊主
体型」と呼ばれる、料飲サービスや宴会を提供せ
ず宿泊機能に絞り込んだ業態である。こうした業
態が出現し、上記の各社とも「二分割」では足り
なくなり、より細かくブランドを分けて対応する
ようになった。このことを踏まえると、市場対応
の遅れにより、それまでのホテルは市場を新規参
入者に奪われた可能性が考えられる。
その理由としては、相対的に高価格帯では御三
家を中心としたホテルの雛形があり、それをモデ
ルとして市場展開が続いた可能性が考えられる。
そこで、以下ではその点を詳細に考察する。
３．RevPARと施設構成による変化の把握
3.1　1990年代前半までの状況
本研究では、RevPAR、すなわちRevenue Per 
Available Roomを指標として用いる。RevPARと
は、「宿泊（客室）部門における一日一室当たり
の売上高」のことであり、正確には、
で求められる3。
ここで、RevPARを指標としたのは、「ラック
レート（定価）」や「（客室）稼働率」よりも、各
ホテルに対する市場の評価という意味では適切で
あると考えられるからである。定価を高くしても
お客様から評価されなければ稼働率は低下する
し、逆に値ごろ感を感じられていれば稼働率は高
くなり、結果RevPARは上昇する。
オータパブリケイションズは、1980(昭和55)年
から宿泊産業の売上などの調査結果を公開してい
る。ここで、初回調査における東京の各ホテル
RevPARを計算したものが図表5の35軒である。
同社の調査では、有効回答のうち、上位200位ま
でを公表するため（1980年の場合）、すべてのホ
テルを完全に網羅できているというわけではな
い。また、対象が上位施設になるため、低価格施
設は反映されなくなる点には注意が必要である。
図表5　1979年度の東京におけるホテルRevPAR一覧
（出所）『週刊ホテルレストラン』1980年3月14日号, よ
り筆者作成（図表7まで）
2 Smallwood(1973), p.353.
3 徳江編著 (2014),pp.50.
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同年度、東京のホテル数は185軒であった。こ
こで抽出された35軒の標本平均は7,790円であり、
RevPARが正規分布をしているとすれば、±
773.98の誤差で母平均は信頼区間95％に収まる。
7,000円台から8,000円台のホテルには、フルサー
ビス型のいわゆる「シティホテル」と、宿泊機能
が主体となる「ビジネスホテル」が混在している。
そして、それ以上のホテルはほとんどが「シティ
ホテル」、それ以下のホテルはほとんどが「ビジ
ネスホテル」である。
シティホテルには、宿泊部門以外にもレストラ
ンやバーなどの料飲サービス部門、そして宴会部
門があり、その売上が大きいことが想定される。
実際、和洋中各種の料理を提供するレストランや、
複数のラウンジ・バーが用意され、宴会場も大小
多数が設置されているのが一般的であった。
一方、ビジネスホテルにおいては、宿泊機能に
重点が置かれ、料飲サービス部門や宴会部門から
の売上は相対的に低くなる。ビジネスホテルの料
飲サービスは、簡単なレストラン・バーが1軒の
みということが多かった。
すなわち、宿泊部門の売上比率が低い方が、よ
り「シティホテル的」であり、こうした施設群は
客室の単価も高価格になる傾向があり、RevPAR
が高くなることが考えられる。
その確認のため、RevPARと宿泊部門の売上比
率の関係を示したものが図表6である。
ここで、Pearsonの相関係数を求めると、-0.484
と出た。また、この数値は1%水準で有意であった。
やはりこの時代の東京におけるホテルは、宿泊部
門以外にも注力する「フルサービス型」の施設が、
高いRevPARを示すことが確認された。
一方、その点に関しては、規模の大きさも影響
を及ぼしている可能性がある。そこで、RevPAR
と客室数との関係を示したものが図表7である。
この相関係数は0.467となった（1%水準で有意）。
図表6　RevPARと宿泊部門の売上比率との関係
図表7　RevPARと客室数との関係
以上から、この時代のホテルは、客室数も多く
多様なレストランやバーを備え、宴会場も擁して
宿泊以外でも大きな売上のあるフルサービス型ホ
テルが、より高価格帯に位置していることが理解
できよう。これが、前後の時代におけるわが国の
ホテル像を決定づけたともいえる。
その後、東京のホテルは、1990年頃にかけて軒
数が増加していくが、RevPARも1990(平成2)年か
ら1991(平成3)年頃がピークとなる（図表8）。
1990年代後半以降は、先に述べたとおり軒数も
横ばいとなるが、調査対象となっているホテルの
多くは、1990年代前半の時点で既に、単価の下落
を迎えていることは注目すべきである。
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この、ピークと思われる1991(平成3)年度の
RevPAR調査結果は、図表9のとおりである。デー
タが入手できた46ホテルは、いずれも10,000円以
上のRevPARとなった。
図表9　1991年度の東京におけるホテルRevPAR一覧
（出所）『週刊ホテルレストラン』より筆者作成
1979(昭和54)年度と同様にこの1991(平成3) 年の
RevPARと客室数との関係を調べると、0.460の
相関係数が得られ、やはり1%水準で有意であっ
た。この時代までは、御三家と同タイプのホテル
が増加していた時代である。その期間の同タイプ
のホテルを抜粋したRevPAR推移を図表10に掲示
する。
このグラフからも、帝国ホテルやホテルオーク
ラを頂点として、その他のホテルが順次並んでい
図表8　東京におけるホテルのRevPAR推移　（出所）『週刊ホテルレストラン』各年度の調査から抜粋
く様子が把握できよう。
1979(昭和54)年度と同様にこの1991(平成3) 年の
RevPARと客室数との関係を調べると、0.460の
相関係数が得られ、やはり1%水準で有意であっ
た。この時代までは、御三家と同タイプのホテル
が増加していた時代である。その期間の同タイプ
のホテルを抜粋したRevPAR推移を図表10に掲示
する。
このグラフからも、帝国ホテルやホテルオーク
ラを頂点として、その他のホテルが順次並んでい
く様子が把握できよう。
3.2　1990年代以降の状況
ところが、6年後の1997(平成9)年度における30
ホテルを対象とした調査結果からRevPARと客室
数との相関を求めると、相関係数は0.054となり、
かつ有意とはならなかった。一方、RevPARと宿
泊部門売上比率との相関は-0.364となり、5%水準
ではあるが有意であった。
このことから、規模の大きさが必ずしも高価格
につながらなくなった一方、ある程度の料飲サー
ビスや宴会などの売上を持つホテルは、依然、高
いRevPARを記録していることが理解できる。
さらに6年後の2003(平成15)年度における59ホ
テルを対象にしてRevPARと客室数の関係を調べ
ると、相関係数は0.232、4年後の2007(平成19)年
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図表10　1979年から1996年までのRevPAR推移（シティホテル・タイプのみ）
（出所）『週刊ホテルレストラン』による調査から抜粋
度の74ホテルを対象に調べると、相関係数は0.125
であり、かつ、いずれも有意とはならなかった。
このことからも、規模と価格に関係がなくなって
きているのは明白である。
その理由としては、1990年代から出現してきた、
ラグジュアリー・ホテルの存在が考えられる。わ
が国におけるラグジュアリーの嚆矢は、1992(平
成4)年に開業した「フォーシーズンズホテル椿山
荘東京（当時）」と、1994(平成6)年に開業した「パー
クハイアット東京」、「ウェスティンホテル東京」
といわれる。あまりにインパクトが大きかったた
め、「新御三家」や「外資系御三家」などという
呼び方も、一部マスコミで見受けられた。
この3ホテルは、客室数がそれぞれ200室強、
200室弱、400室強と、それまでの御三家が1,000
室以上を抱えていたとのはまったく異なる規模で
展開した。特に、パークハイアットについては、
レストランも3軒、ラウンジ・バーも2軒のみと、
きわめて小規模であった。
その後、2000年代に入ると、「リッツカールトン」
や「コンラッド」、「グランドハイアット」といっ
た、世界的に展開する大規模なチェーンの最高価
格帯ブランドや、「ザ･ペニンシュラ」や「マンダ
リン・オリエンタル」、「シャングリ・ラ」といっ
た、アジア拠点の最高級ホテルチェーンが進出し、
この流れはさらに加速していく。
実際、こうした施設の客室数とRevPARは、図
表11のとおりである。
図表11　2007年度以降のRevPAR上位ホテル一覧
（注）15,000円以上のカテゴリーに該当するホテルは一
部割愛、2008年度以降は略称も使用
（出所）『週刊ホテルレストラン』から抜粋
以上の変化の結果、御三家は最高価格帯ではな
くなり、いわゆる「外資系」と呼ばれる海外ブラ
ンドのホテル群が、最高価格帯に位置するように
なった。御三家のうち、帝国ホテルのみは年によっ
てはかろうじて比較的上位に踏みとどまっている
が、ホテルオークラは2007(平成19)年度に顔を出
すのみで、ホテルニューオータニはこの表から消
えてしまっている。
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図表12　1995年から2015年までのRevPAR推移　（出所）『週刊ホテルレストラン』による調査から抜粋
 2000年代後半の上位層は、上で述べた、いわゆ
る世界的なチェーンによるラグジュアリー・ホテ
ルが占めていた。それに次ぐのは、帝国ホテルと
国内大手チェーンによる新ホテルである。東急グ
ループの「セルリアンタワー東急ホテル」や、
JALホテルズ（当時）の「ホテル日航東京」、「新
橋第一ホテル」が建て替えられた「第一ホテル東
京」が該当する。いずれも、客室数は抑え気味と
し、1室の広さも世界的なラグジュアリーに遜色
ない施設である。
図表11の期間を含む、1995(平成17)年度から
2015(平成27)年度までのRevPAR上位ホテルを時
系列で並べたものが図表12である。上位層に位置
しているのは、ほとんどが海外ブランドのホテル
である。一部の年次のデータが欠損していたり、
逆に一部の年次のデータしかなかったりしている
が、各年度のトップは常に海外ブランドのラグ
ジュアリー・ホテルになっている。
ニューオータニは、御三家の一つと目されては
いたが、客室数が多かったためRevPARはどうし
ても下がり気味であった。そのため、1990年代ま
でのRevPARでの比較では比較的上位に位置して
いることが多かったが、その頃までの客室のラッ
クレート（定価）は、最高級グループの施設とし
て十分なものであった（図表13、14）
図表13　1990年頃のホテルニューオータニ価格表
（出所）ホテルニューオータニ1990年度タリフより
図表14　1998年頃のホテルニューオータニ価格表
（出所）ホテルニューオータニ1998年度タリフより
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2000年代、ニューオータニは大きな決断にせま
られた。1964(昭和39)年に完成した本館が老朽化
する一方、ラグジュアリ ・ーホテルの出現により、
本館をどうしていくかが問題となったのである。
その選択肢には当然、建て替えも含まれていた。
図表11の上位グループにも、その時点で既に、第
一ホテル東京のように建て替えによってラグジュ
アリーに匹敵する施設となったものも存在する。
一方で、第一ホテル東京は過大投資となり、その
後の破綻にもつながっていった。
結果的に、ニューオータニは建て替えではなく、
本館の改修を選択した。ただし、改修では客室の
スパンを変更することが難しく、広さなどは従前
のままとならざるをえない4。
以上のプロセスを経て、2016(平成28)年現在は、
「エグゼクティブハウス禅」というカテゴリーを
設け、他に「メイン」と「ガーデンタワー」の3
タイプを擁するホテルとなった。「エグゼクティ
ブガーデンスイート夢窓庵」というタイプが
270,000円、メインのプレジデンシャルスイート
（HIROSHIGE）がもっとも高くて300,000円であ
る。また、メインのスタンダード・ダブル／ツイ
ンは、1名38,000円、2名43,000円、クオリティ・
ダブルが1名利用のみで33,000円、タワーのスタ
ンダード・ダブル／ツインは、1名31,000円、2名
36,000円となっている。
1990年には23,500円から500,000円、1998年には
28,500円から850,000円と、幅広いラインナップの
客室を揃えていたが、今は31,000円から300,000円
となっており、標的市場の絞込みをしたことがう
かがえる。これも、海外ブランドが高価格帯の市
場をさらに細分化したことによって低下した競争
力を補うために、標的市場の幅を狭める必要が生
じたからと考えられる。
一方、建て替えでラグジュアリーを志向するこ
とを選択したのは、第一ホテル東京の他に、パレ
スホテル、東京ステーションホテル（ただし建て
替え並みの大規模修復）、赤坂プリンスホテル、
ホテルオークラなどである。この選択が正しかっ
たのか、その答えは今後数年で得られよう。
４．おわりに
本研究で得られた知見としては、1960年代から
1990年代前半にかけて東京で増加した高価格帯の
ホテルは、御三家をモデルとした施設構成で需要
増に応えてきたが、それ以降に開業したホテルに
は、別の施設構成を取ることで、より高価格帯の
市場を切り取ることに成功したことが確認でき
た。その市場セグメントこそ、ラグジュアリーが
対応することになる。そして、その背景には、市
場の成熟化とそれによる市場細分化の必要性が挙
げられる。ただし、ホスピタリティ産業では、一
度作ってしまった施設をすぐに取り壊すわけにも
いかないため、市場環境変化のタイミングを見極
めるには細心の注意が必要である。また、その変
化に対応するには、建て替え以外に改修といった
手法もあるが、いずれにせよ標的市場の絞り込み
が必要とされる。
なお、今回は施設面と価格面からのみ検証した
が、市場細分化の変数には他にもライフスタイル
変数や行動変数などがあり、今後はそういった視
点からの検討も求められよう。
1960年代以降、1990年代前半まで、わが国では
高価格帯において革新的なホテルが誕生すること
なく推移した。すなわち、特定のモデルに類似し
たホテルが増加する形で、ホテル市場が拡大して
いった。1990年代以降は、いわゆる「外資系」と
呼ばれる海外ブランドの革新的なホテルが増加
し、一方で御三家をはじめとする「民族系」のホ
テルは、低価格化傾向を示すことになる。しかし、
より低価格帯には国内のチェーンが急成長し、い
わば上からも下からも競争圧力が高まった状況で
あるといえよう。
今後の展開を考えるうえで、チェーン展開に積
極的なホテルオークラは本拠地の施設を建て替え
る決断をし、そうでない帝国ホテルとニューオー
タニは、異なる決断をしている。この対比はリス
クとリターンのバランスに対する考え方にもつな
がると思われ、今後の展開に注視していきたい。
4 この改修に関する経緯は西岡 (2008) に詳しい。
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